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出典：The Nordic Agenda （www.norden.org） 

























出典：Cooperation Nordic Strength （www.norden.org） 





























2.1.1.2 北欧閣僚会議 教育・研究担当相会議（MR-U） 




（デンマーク） 教育大臣、科学・技術・開発大臣 （フィンランド） 教育･研究大臣 
（アイスランド） 教育･科学･文化大臣  （ノルウェー） 教育･研究大臣 
（スウェーデン） 教育･科学大臣  （フェロー諸島） 北欧会議議員 
（グリーンランド） 北欧会議議員  （オーランド島） 北欧会議議員 
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2.1.1.3 北欧閣僚会議 教育・研究分野協力委員会（EK-U） 
北欧閣僚会議 教育・研究分野協力委員会（EK-U, Embedsmandskomitéen for undervisning og forskning, Nordic 











以下の 11機関がある。（ [   ] 内は機関の本部の所在国） 
Nordic Council for Scientific Information (NORDINFO) [フィンランド] 
研究者･専門家向け科学情報・科学文献に関する北欧諸国間の協力を促進する。 
Nordic Folk Academy (NFA) [スウェーデン] 
生涯教育分野におけるアイディアと経験を交換するためのフォーラムとして、北欧における教育の発展、
革新、協力を促進する。 
Nordic Institute for Theoretical Physics (Nordita) [デンマーク] 
北欧の理論物理学者の養成、協力を促進する機関。コペンハーゲン大学ニールス・ボーア研究所と緊密
に連携。 
Nordic Institute in Finland (NIFIN) [フィンランド] 
フィン語話者と他の北欧諸語話者との関係緊密化を促進する。 
Nordic Institute of Asian Studies (NIAS) [デンマーク] 
北欧におけるアジア研究の中核機関。 
Nordic Saami Institute (NSI) [ノルウェー] 
サーミ人（北欧先住民族）に関する研究の中核機関。 
Nordic Summer University (NSU) 
学際的問題に関する北欧諸国の研究者間の協力を促進するための NPO 組織であり、北欧閣僚会議に
よる単年度ごとのプロジェクト研究契約により運営。 
Nordic Volcanological Institute (NORVOLK) [アイスランド] 
北欧における火山学、地球物理学に関する研究の中核機関。 





関間の調整、北欧の研究政策に関する助言を行う。（2005 年 1 月に、北欧研究者養成アカデミー
（NorFA）と北欧研究政策会議（FPR）とが統合して発足） 





正式名称の NordForsk はスカンジナビア諸語で「北欧／研究」といった意味を表わす。英語訳は Nordic 
Research Boardとされている。北欧研究者養成アカデミー（NorFA, Nordisk Forskerutdanningsakademi）と北欧研究
政策会議（FPR, Nordisk Forskningspolitisk råd）が、2005年 1月に合併して発足した。北欧閣僚会議教育・研究担
当相会議（MR-U）傘下で運営される独立の機関であり、最高意思決定機関は理事会である。 





 研究を実施している企業から 2名（北欧閣僚会議MR-U/MR-Nから 1名ずつ推薦） 
（オブザーバ：5名） 
 ３自治領を代表する者各1名 
 バルト 3国の研究会議（研究助成機関）から 1名（バルト 3国から推薦） 
 北欧閣僚会議事務局より 1名 
NordForsk の本部はオスロ市（ノルウェー）にあり、独立した事務局が理事会の定める規則に従い事務を遂行し













旧・北欧研究者養成アカデミー（NorFA, Nordisk Forskerutdanningsakademi） 
旧 NorFAは、研究者養成・研究者交流のための助成制度を運営して来た。また、研究者養成に関する情報、知
見を蓄積する中核機関の役割も果たしてきた。旧 NorFA の事業運営に必要な経費は北欧閣僚会議予算により助
成されており、旧 NorFA の年間予算は約 9 億円であった（※2002 年度。1NOK=16 円で換算）。このうち約 66％
が北欧閣僚会議予算からの経常補助金、約26％が北欧閣僚会議予算からのプロジェクト補助金で合った。 
 
旧・北欧研究政策会議（FPR, Nordisk Forskningspolitisk råd） 







（NorｄForsk理事会の構成員）  注：発足間もないため一部情報が不完全なところがある。 
理事： 




















正理事: Learning Lab Denmark教授 [会長] 副理事: デンマーク研究機構 事務長 
（フィンランド）  
正理事: Uleåborg大学教授  副理事: フィンランド・アカデミー 
（アイスランド）  
正理事: Lyfjafræðideild教授  副理事: Heimspekideild Aðalbygging教授 
（ノルウェー）  
正理事: Bergen大学教授   副理事: ノルウェー研究会議特別アドバイザ 
（スウェーデン）  
正理事: 王立Vetenskapsakademien教授 副理事: Stockholms大学教授 
（フェロー諸島）  
正理事: Fróðskaparsetur Føroya教授  副理事: Fróðskaparsetur Føroya教授 
（グリーンランド）  
正理事: グリーランド国立博物館監察官 副理事: グリーランド大学学長 
（オーランド島） （なし） 
 
出典： Nordic Research Board (NRB) – an organization for Nordic research cooperation – (Nordic Council of Ministers, 2004 July) 
      www.nordforsk.org, www.norfa.org 
 
2.1.2.2 NORDINFO（北欧科学情報協力機構） 
北欧科学情報協力機構（NORDINFO; Nordiska samarbetsorganet för vetenskaplig information; The Nordic Council 




























2.2.1.2 北欧会議 産業・通商担当相会議（MR-N） 
北欧閣僚会議の 18の分野別閣僚会議のうちの一つ。各加盟国・地域の産業・通商担当大臣により構成。構成員
は以下のとおりである。 
（デンマーク）経済･産業大臣  （フィンランド）商工業大臣 
（アイスランド）産業･経済大臣  （ノルウェー）通商大臣 
（スウェーデン）通商大臣[議長]  （フェロー諸島）北欧会議議員 
（グリーンランド）北欧会議議員  （オーランド島）北欧会議議員 
 















北欧イノベーションセンター（Nordisk InnovationsCenter; Nordic Innovation Centre）は、北欧産業基金（Nordisk 




































最高意思決定機関は理事会。事務局はヘルシンキ市（フィンランド）所在。2004 年度予算約 2 億円（※
1DKK=18円で換算）。 
 



















































3.1.1 北欧教育・研究協力戦略 2000-2004  
 
北欧における科学技術分野の協力の全体像の把握に資するため、北欧閣僚会議が定めた教育・研究分野の戦
略である「人的資本開発のリーダーとしての北欧地域－北欧教育・研究協力戦略2000－2004」（The Nordic region 


























































欧地域」（2002 年）に基づき、2002 年 6 月に白書「北欧研究･イノベーション－緊密な連携に基づくグローバル･リ
ーダー」（The White Paper "NORIA - Nordic research and innovation - Global Leadership through Closer Partnership"）








3.1.2.1 ビジョン 2010 NORIA 






























































（３）「研究・イノベーション二極体制（A twin-pillar research and innovation system） 
 
研究・イノベーション二極体制は多くの国で見られる行政体制である。ここでは、長期的・基礎的な研究分野を
北欧研究会議（The Nordic Research Council, Nordiska Forskningsrådet, NFR）、産業的・政策的な研究分野を北欧
イノベーション会議（The Nordic Innovation Council, Nordiska Innovationsrådet, NIR）が所管し、両会議全体を北欧
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・ 北欧研究政策会議（FPR）（※当時）、北欧研究者養成アカデミー（NorFA）（※当時）を NoFIR に統合す
ること。 




































































出典： The White Paper "NORIA - Nordic research and innovation - Global Leadership through Closer Partnership" (MR-U, 
June 2002) 
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州連合（EU）のフレームワーク計画（第6次：FP6, 2002～2006年の 4ヵ年計画）との比較を試みる。 
下表において、FP6の構成と北欧閣僚会議の戦略の重点分野を対照表としてまとめた。 
 

















# 中小企業による研究活動 140 NI
# 国際協力 102
# 共同研究センター（EC分） 247 傘下研究機関
B) ERAの構造改革 847
1) 研究とイノベーション 94 NI #NoFIRの設立
2) 人的資源・流動性 514 (iii) 研究者教育・助成    プログラム
旧NorFA #研究者教育













注： 表中の予算額は、FP6の 4ヵ年予算の 4分の 1（年平均予算額）を示す。1Euro=130円換算。 
出典： Decision No 1513/2002/EC of the European Parliament and of the Council of 27 June 2002 concerning the sixth 
framework programme of the European Community for research, technological development and demonstration 






政策分野も FP6 においては比較的小さい位置づけとなっている。一方で、FP6 の中心となっている分野別研究開
発については、北欧閣僚会議の戦略における位置づけは大きくない。 
将来の北欧閣僚会議の戦略である NORIA2010 においては、北欧 COE 等、研究開発自体に対する位置づけ
が大きくなっている。一方で、研究者養成、イノベーション（NoFIR）といった分野の位置づけは（FP6 と比べると）引
き続き大きいと言える。 
   - 19
以上について、EU側の事情から解釈すると、 
・教育政策については EUの条約上の権限が小さく（国レベルの政策領域と整理されており）、（研究者養成を
含めて）EUにおける教育政策は比較的消極的、限定的であること。[The Treaty of establishing the European 
Community (EC Treaty), Title XI, Article 149 (1)] 
・EU の FPは pre-competitive段階を担うものとして基本的に位置づけられており、民間イノベーション活動に
対する位置づけは比較的小さいこと。（※反面、EU とは別の汎欧州科学技術協力枠組みとして EUREKA
が設けられており、民間イノベーション活動を主たる政策対象としている。）[Peterson & Sharp, 1998] 
等の説明が一応可能である。 
 




































































－Planning Activities:  
少なくとも 3 ヶ国以上の北欧諸国の参加する研究交流のための費用（会議出席旅費等）を助成する制度。1
件当たり助成予算約50万円。 
－Mobility/ Course Scholarships:  
北欧諸国の若手研究者（PhD取得後 5年以内）、PhD学生が他の北欧諸国に研究のために訪問する場合
の旅費、滞在費に対する助成（Mobility scholarship）。滞在期間3～12ヶ月。滞在 1ヶ月当たり約 16万円を
上限（※家族同伴の場合には追加支給あり）。 
北欧諸国の PhD 学生が他の北欧諸国において研究者養成プログラムを受講するために訪問する場合の
旅費、滞在費に対する助成（Course scholarship）。滞在期間 1週間～1ヶ月。滞在 1週間当たり約 4万円を
上限。 
－Visiting Professors:  
























とである。特に、近年は、北欧地域における研究開発の COE 機関の育成を図る北欧 COE パイロットプログラム























































































欧州連合（EU）においては、NORDPLUS に相当する交換留学支援制度として ERASMUS 制度がある。この制
度による留学支援数は 11.5 万人であり、EU15 ヶ国の全学生数の 1.07%をカバーしている。（※ERASMUS 制度
による留学支援は北欧諸国の学生にも適用されていることに留意する必要。） 
北欧 5 ヶ国との比較対象として、日中韓 3 ヶ国間の留学についてここで取り上げる。日中韓においては
NORDPLUS に相当する留学制度はないが、日本政府（文部科学省）は国費外国人留学生制度による中国、韓国











表 2  学生の留学に対する公的支援 
学生数[万人] 留学支援数[人] 支援比率
北欧会議（5ヶ国） 78 1,907 0.24%
EU（15カ国） 1,081 115,432 1.07%
日中韓 1,542 2,509 0.016%  
注１：学生数は、Tertiary Level (Type A+B) におけるフルタイム履修学生数（2001 年）[出典：OECD Education 
Database] 






表 3  北欧各国の学生の留学先 
学生
留学先
デンマーク - 64 640 1,901 1,020 3,625
フィンランド 12 - 10 35 312 369
アイスランド 27 5 - 24 16 72
ノルウェー 416 90 77 - 867 1,450
スウェーデン 208 1,054 66 881 - 2,209
北欧5ヶ国 663 1,213 793 2,841 2,215 7,725
他の欧州 2,309 3,414 553 6,594 11,444 24,314
総数 3,756 5,340 1,941 15,732 20,492 47,261
スウェーデン 北欧5ヶ国デンマーク フィンランド アイスランド ノルウェー
 
注：2000/2001 年学期における学生（※ギムナジウムレベル、PhD レベルを含まない）の留学数を留学先国別に分






北欧閣僚会議は、北欧研究会議（NordForsk）（旧・北欧研究者養成アカデミ  ー NorFA）が行う若手研究者を対象
とした研究者交流制度を推進している。この制度による支援者数は 102人であり、北欧 5 ヶ国の研究者数 12万人
の 0.082%である。 
EUでは、NordForskと同様の制度として、Marie Curie Fellowship制度による研究者交流支援が行われている。
この制度の対象は必ずしも若手研究者に限らないが、被支援者の大半は 35 歳以下の若手研究者である。EU の
第 5 次フレームワーク・プログラム（FP5）期間中（1999-2002 年）の累計支援者数は 2601 人で、EU15 ヶ国の研究
者数 100万人の 0.259%に相当する。ところで、上記 2601人のうち北欧諸国の研究者は 163人（※北欧研究者の




がある。外国人特別研究員として日本に招聘された若手研究者の数は、中国 275 人、韓国 71 人の合計 346 人
（※日中韓 3 ヶ国研究者の 0.021%相当）であった。一方、日本から中国、韓国に派遣された海外特別研究員の数
は 0人であった。ここに中韓間のデータはないが、仮に中韓関係を日韓関係と全く同じと仮定（※中→韓 275人、
韓→中0人）すると、合計交流数は 621人（※日中韓3ヶ国研究者の 0.038%相当）と推定される。 
以上より、北欧閣僚会議による（若手）研究者交流支援制度は、 
・ EUによる汎欧州的研究者交流支援による北欧地域の研究者に対する支援を 6割程度補強している 





表 4  研究者の交流に対する公的支援 
研究者数[万人] 交流支援数[人] 支援比率
北欧閣僚会議(5ヶ国) 12 102 0.082%
EU（15カ国） 100 2,601 0.259%
　うち北欧研究者 12 163 0.131%
　　うち北欧→北欧 12 18 0.015%
日中韓 161 346 0.021%  
注１：研究者数は、“Researcher”の数（2001年）[出典：OECD Main Science and Technology Indicators 2003] 
注２：北欧閣僚会議の交流支援数は、旧 NorFA の若手研究者流動制度による研究者交流人数（1999 年）[出
典：”Barriers to mobility in research training in the Nordic countries” (NorFA, 2003)] 
注３：EUの交流支援数は、Marie Curie Fellowship制度による研究者交流人数（FP5期間中 1999-2002年の累計）








度である NorｄForsk （旧 NorFA）による各種助成制度や Nordplus制度、北欧イノベーションセンターが運
営する北欧産業基金による産業界のイノベーション活動に対する助成制度を挙げることができる。 
・ NorｄForsk （旧NorFA）による研究者交流制度についてEUの同種制度（Marie Curie Fellowship）と比べる
と、規模的には若干小さい（※北欧研究者に対する支援数：旧NorFA 102人、Marie Curie 183人）。但し、
北欧内の研究者交流に限れば、北欧（NorFA）の制度は EU の制度と比べて大きな存在感を持つ（※支援































表 5  北欧閣僚会議2004年度予算の内訳 
2004年度予算（1DKK=18円換算） 億円
北欧閣僚会議 147.2 100%
うち教育・研究関係 36.0 24% 100%



















北欧閣僚会議の科学技術関係予算約 30億円（=研究 20億＋イノベーション 10億）は、北欧 5 ヶ国政府による
研究開発関係支出（GERD）約 1兆 8千億円の 0.12%を占めるに過ぎない。一方、EUの研究・技術開発関係予算
（EC/Euratomのフレームワーク・プログラム（FP））は約 5千億円であり、EU加盟 15 ヶ国政府（当時）による研究開
発関係支出（GERD）約 18兆円の 2.9%を占める。このほか、欧州レベルでは、欧州 33 ヶ国政府により構成される
科学技術国際協力枠組み EUREKA があるが、この予算額も約 1 千億円程度とかなり大規模である。予算額に関
する限り、北欧による現状の科学技術協力は、欧州における EU、EUREKA と比べて量的に小規模であるといえる。 
 
表 6  北欧閣僚会議予算と北欧各国政府予算、EU予算の比較 
予算[億円] 人口比[万円/人] GDP比[％] 比率
北欧閣僚会議 30 0.012 0.0040 0.18%
デンマーク 3,496 6.57 1.99 -
フィンランド 3,743 7.24 2.58 -
アイスランド 168 0.61 1.87 -
ノルウェー 2,026 4.54 1.27 -
スウェーデン 7,472 8.43 2.88 -
北欧5ヶ国 16,322 6.78 2.18 100%
EU 5,288 0.14 0.050 (2.9%)
EU15ヵ国 179,460 4.77 1.71 (100%)
EUREKA 1,113 - -  
注１：1DKK=18円、１Euro=130円、1USD=120円で換算。 
注２：北欧閣僚会議予算は教育・研究担当相会議所管予算のうち研究関係分（2004年度）[Nordisk Ministerråds budget for 2004] 
注３：EU予算は、EUの科学技術関係予算は Sixth Framework Program (FP6) (2002-2006の 4ヵ年)の総予算額の年平均値。
[FP6 in Brief] 
注４：EUREKA予算は、2002年度に新たに着手したプロジェクトの予算総額。[EUREKA Annual Report 2002-03] 
注５：各国予算は、研究開発投資(GERD)のうち政府支出分（1999年）。[OECD Main Science and Technology Indicators 2003] 
注６：人口、GDPは、1999年のデータ。[OECD Main Science and Technology Indicators 2003] 
 
デンマークを例にとり、北欧諸国の公的研究開発支出に占める北欧閣僚会議予算の位置づけを確認する。 
2003 年度におけるデンマーク国内における公的機関による研究開発支出は 1952 億円であった。このうち、デ
ンマーク中央政府（中央政府出資のデンマーク県旧財団含む）による支出が約 87%、EU による支出が約 7%、北
欧閣僚会議による支出が約0.6%である。 
北欧閣僚会議による支出は、デンマーク中央政府による支出の 100分の 1以下、EUによる支出の約 10分の 1
程度の規模であり、予算額としては相対的に小さいことが確認できる。 
 








公的研究開発支出全体 1952 100%  
1DKK=18円で換算。 







億円）である。従って、北欧閣僚会議の科学技術関係予算は、EU の FP6 と比べて市場、商業化に近い領域に相
対的に重点を置いているといえる。（但し、汎欧州レベルでは、EUの FP6の他に、欧州 33 ヶ国政府による多国間




算の絶対額で比べると、北欧閣僚会議の約 100 億円（人口比、GDP 比換算後）と比べて、EU の予算は約 500億
円と 5倍近い規模である。 
また、北欧閣僚会議の科学技術関係予算は、EU の FP6 と比べると、傘下研究機関に関する予算が占める割合
が大きいこと、研究プログラムに関する予算が占める割合が圧倒的に小さいこと、等の特徴を持つことが分かる。 
 
表 8  北欧閣僚会議と EU等との予算の比較（その２） 
単位：億円 北欧
閣僚会議
人口換算 GDP換算 EU EUREKA
総予算 147 2,301 2,063 126,754 1,113
科学技術関係予算（a+b） 30 466 418 5,288 1,113
うち研究関係予算(a) 20 310 277 5,054 0
うち研究者交流　 7 105 94 514 0
うち傘下研究機関 9 139 125 341 0
その他（研究プログラム等） 4 66 59 4,199




注１：北欧閣僚会議の数字は既出。EU等との予算規模の比較のため、北欧 5 ヶ国と EU15 ヶ国の人口比、GDP比を用
いて、北欧閣僚会議予算をEU15ヶ国規模に換算した数値を併せて示した。 
注 2：EU 総予算は 2003 年度の数値なお、EU 予算の 45.9%は農業補助金、34.2%は構造補助金である。[出典：EU 
Budget 2003 (EUR-Lex Budget Online)] 
注3：EUの科学技術関係予算は、第6次フレームワーク･プログラムSixth Framework Program (FP6) (2002-2006の4ヵ年) 
の総予算額の年平均値。EUの研究者交流予算は、FP6のうちHuman Resource and Mobility予算で、Marie Curie 
Fellowshipを中心とする経費。EUの傘下研究機関予算は、FP6のうちJoint Research Centres (JRC)関係経費。EUのイ
ノベーション関係予算は、FP6のうちHorizontal research activities involving SMEs 及び Research and innovation に関
する経費。なお、FP6においては、「（狭義の）研究」予算と「イノベーション」予算とを区別していないが、
両者を区別している北欧閣僚会議との比較の観点から便宜的に区分した。[出典：Decision No 1513/2002/EC of 
the European Parliament and of the Council of 27 June 2002 concerning the sixth framework programme of the European 
Community for research, technological development and demonstration activities, contributing to the creation of the 
European Research Area and to innovation (2002 to 2006)] 
注4：EUREKA予算の詳細は不明であるが、EUREKA傘下の研究プログラムは、EUのFPと比べて市場化、商業化
に近い領域を担当することが通例であり、北欧閣僚会議予算における「イノベーション予算」に近いものと
考えられる。[参照：Peterson & Sharp (1998), “Technology Policy in the European Union”, Macmillan Press] 
 
5.3 第 5章のまとめ 
 
北欧閣僚会議における科学技術協力関係予算の特徴をまとめると以下のとおり。 
・ 北欧閣僚会議の予算約 150 億円のうち、科学技術関係予算は約 30 億円を占め、最大の支出項目となっ
ている。 












































北欧閣僚会議の科学技術関係予算約 30億円は、北欧 5 ヶ国の GDPに対する比で 0.004％に過ぎない。これ
は、北欧 5ヶ国政府の科学技術予算の 2.18％と比べて圧倒的に少額であるほか、EUの科学技術予算の 0.05％と





















































































日中韓 3 ヶ国の経済水準は相互に大きな格差がある。これは、一人当たり GDPが約 2万 5千ドル以
上の水準で収れんしている北欧閣僚会議加盟 5 ヶ国の状況と大きく異なる。経済水準の相違は、科学技
術活動の内容の違いにも反映されると考えられ、例えば科学技術協力活動における共同研究や研究交

































ク、フィンランド、スウェーデンの 3ヶ国は EUに加盟しているが、他の 2ヶ国は加盟していない。 
 
表 9  北欧諸国について 
2002年 デンマーク アイスランド ノルウェー スウェーデン フィンランド
人口[千人] 5,384 288 4,552 8,941 5,206





政体 立憲君主制 共和制 共和制



































表 10  北欧諸国の歴史（カルマル連合以降） 


























Nordic Council of Ministers for Education and Research (MR-U), “The Nordic region as a leader in human capital 
development: Strategy for Nordic education and research collaboration 2000- 2004”, cited in www.norden.org 
Nordic Council of Ministers for Education and Research (MR-U) (2002), “The White Paper "NORIA - Nordic research 
and innovation - Global Leadership through Closer Partnership"”, cited in www.norden.org 
Norweigian Center for Innovation Research (STEP) (2003), “Good Practices in Nordic Innovation Policies (GoodNIP)”, 
cited in www.nordicinnovation.net 
PETERSON, John and SHARP, Margaret (1998), “Technology Policy in the European Union”, The European Union 





北欧会議 （Nordic Council）／北欧閣僚会議 （Nordic Council of Ministers） www.norden.org 
旧・北欧研究者養成アカデミ  ー （NorFA; Nordisk Forskerutdanningsakademi） www.norfa.no 
北欧研究会議 （NordForsk; Nordic Research Board） www.nordforsk.org 
北欧イノベーションセンター （NI; Nordisk InnovationsCenter）[※旧・北欧産業基金（Nordisk Industrifond）]  
www.nordicinnovation.net 
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